
1
日米貿易協定（USJTA）交渉 具体的な交渉目的の要約

1 物品貿易 12 国有企業及び政府管理企業

2 衛生植物検疫（SPS） 13 競争政策

3 税関、貿易円滑化、原産地規則 14 労働

4 貿易の技術的障害（TBT） 15 環境

5 良い規制の慣行 16 反腐敗

6 透明性、公告、管理 17 貿易救済

7 サービス貿易（電子通信及び金
融サービス含む）

18 政府調達

8 デジタルの物品貿易およびサー
ビス、越境データ移転

19 中小企業

9 投資 20 紛争解決

10 知的財産権 21 一般規定

11 医薬品及び医療機器における
手続きの公正

22 為替

米国議会が貿易優先権説明責任法のセクション102 に定

めた目的と一致する方法で、関税及び非関税障壁の
両方に対処し、より公正でバランスの取れた貿易を実
現すること

２ ２ 項 目 の 交 渉 分 野
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交渉目的

TPP協定と
ほぼ同じ章立て



2018年
9月26日 日米間で合意、共同声明

10月16日

トランプ政権は「貿易優先権説明責
任法」（ＴＰＡ法）に従い、米国議
会に通知（通知後、90日を経過しな
いと交渉できない）

10月26日
連邦広報の公示を通じて、パブリッ
クコメントを求める
⇒159件のコメント提出

1２月6日
国際貿易委員会（ITC）が公聴会を開
催、全米自動車労組など主要4団体が
意見表明

12月10日
ＵＳＴＲが公聴会開催、44団体から
の提案を聞き取る。

12月21日

優先すべき議題や獲得すべき目標を
文書にて公表。
（←交渉開始30日前までに公表が義
務化されている）

2010年
「日ＥＵの貿易及び経済関係の将来」と
題したパブリックコメント実施（2010年9
月9日～11月5日まで）

2011年 同パブコメの報告書を公表

2013年４月 交渉開始
2016年９月 影響評価報告書をリリース（314ページ）

2017年３月 交渉の内容の概要をリリース

2017年7月
「中小企業」「規制協力」など２章のＥ
Ｕ提案協定文を公開

2017年９月 交渉マンデートを公開

2017年12月

交渉妥結、この時点で、ほぼ全ての協定
文を公開、以降、付属書等を順次公開
（ＥＵ側公開は1162ページ、日本はたっ
た48ページのファクトシートのみ）
※日本側が条文案を公開したのは、署名
後の2018年7月18日
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米国 ＥＵ

米国・ＥＵの貿易交渉を巡る情報公開と合意形成の実情

出典：各種資料より舟山康江事務所作成
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農 林 水 産 物 の 輸 出 ・ 輸 入 の 実 態

農 林 水 産 物 の
輸 出 入 額 の 推 移

農林水産物・食品の輸出額の推移

農産物 輸入額

農林水産物 輸出額
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1
農林水産物・食品の品目別輸出額の推移
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形骸化

安倍政権による政策決定過程の変質
ボトムアップ型 丁寧な合意形成

国会での十分な議論 官邸主導
お友達優遇
首相官邸

規制改革推進会議
など

邪魔な規制を
廃止する提言

省　庁

官邸スタッフ

忖  度

「民間委員」

・政権に都合のいいデータ
・都合の悪い文書の隠蔽も

内閣人事局の弊害

従 来

政府案

与党での議論

専門家による審議会

担当省庁で検討

議員や各省庁が吸い上げ

現場の声

トップダウン型 結論先にありき現 在

形骸化

業界の利益
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の
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ま
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策
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定
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軽減税率（8％）の対象となる飲食料品をキャッシュレス決済で購入する場合の実質的な税率
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中小・小規模事業者に
該当するFC加盟店

大企業に該当する直営店や
FC加盟店を含む

大企業による
大型スーパーなど
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キャッシュレス・消費者還元事業（2,798億円）の使途

補助金請求

予算：

回転転売の恐れ

企業間取引
外国人も対象

キャッシュレス
決済事業者政  府

ポイント相当額

ポイント発行

未使用のポイントは？
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政府➡
システム改修費等

政府➡
支援策の広報等

政府➡
ポイント還元 政府➡

端末導入費

決済手数料補助

・中小・小規模事業者 ５％
・FC加盟店 2％

補助金

商 品

キャッシュレス代金支払い

2,798億円

238億円

1,786億円

134億円

445億円

196億円


